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グローバル市民社会におけるガバナンス論と

NPO/NGOの アカウンタビリティ

秦 辰 也

は じ め に

「グローバ リゼ ーシ ョン」 と 「市民社会」(シ ビル ソサエ ティ)は 、近年頻繁 に使

用 されて きた用語 である。「グローバ リゼー シ ョン」 の解釈 には、一般 的に経 済の

自由化や規制緩和、民営化 な ど、 グローバ ルな資本主義の広が りを指す場合 と、 さ

らに政 治、軍事 、文化 とい ったすべ ての分 野で高 まる相互 連関性 で定 義 し、「時空

の圧縮」や 「社会的関係の拡張」 な ども含めて、航空旅行の増大や情報通信技術の

発達 な どで短縮 された距 離感 とその影響 を示す場合 がある1。 こ うした変化 は1980

年代 以降急速 に進行 し、1989年 の ソ連 の崩壊 か ら東欧諸 国 を中心 に広が った民主

化 の動 き2と ともに、冷戦構造 の崩壊 で旧社会主義 国が世界経済 システム に組み込

まれ、人、モ ノ、 カネ、情報、サ ービス な どが越境 し、資本主義経済が拡大 して き

た こ とが背景 にある。

だが 一方で、「グローバ リゼ ーシ ョン」 は、人権 、平和 、貧困、 開発、環境 問題

な どの地球規模課題 を一層表面化 させ、 とりわけサハ ラ以南の アフ リカ諸国 に代表

され る途上 国の 開発援助の あ り方や、気候変動、生物多様性、 テロ対策 な どが活発

に議論 され るようになった。 また、 こう した動 きと相 まって、1990年 代以降 は様 ・々

な公益活動 に取 り組 むNGO(非 政府組織)やNPO(非 営利組織)全 般の ことがパ

ラ レルで議論 されるようにな り、今 日注 目され る結果 となってい る3。

「市民社 会」 の概念 も、 こ うした動 きと連動 している。J.ハ ーバ ーマス をは じめ

とす る多 くの研究者 によってそれ までの 「古い市民社会」の再評価が試み られ、17

～18世 紀 にイギ リス や フラ ンス な どで培 われて きたい わば 「個人」 を起点 と し、

「市民 」の権 利拡大 を掲 げ る 「国家 と市 民社 会 とい う二 元論か ら、 国家、市場、市

民社会 の三元 論へ」4と変化 して きた。換言 すれ ば、 それ までは 自由で平等 な社 会

こそが市民社会で あ り、 また同時 に商業的 な活動 を担 う主体で構 成 され るのが市民
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社会で ある とい う立場 の議論か ら、企業 を中心 とす る市場 による経済領域や、 アメ

リカ をは じめ とす る強国が 主導権 を握 る国家 や政府 を中心 とす る政 治領域 では な

い、い わば第三領域 としての 「新 しい市民社会」の役割 とその強化が益 々注 目され

て きてい るので ある。

今 日その 「新 しい市民社会」 の領域で は、 自発的 なアソシエ ーシ ョン(組 織 ・団

体)で あるNPO/NGOが 増 え続け、NPO/NGOは 、「グローバル市民社会」の ガバ

ナ ンス の主要 なアクターの一員 としての位置 を確 立 している。つ ま りそれ は、歴史

的 には 中央 集権的 な国家 の内部で著 しい制約 があ って機能 しに くか った市民社 会

が、 グローバ リゼ ーシ ョンによって もた らされ た民主主義の急進化 によ り、個人 レ

ベ ル にお いて も 「参加 」 と 「自律 」の拡大 が認 め られ、NPO/NGOや 他 の市 民社

会組織 に対 して開放的 になった(も しくは、 な りつつあ る)こ とを意味す る。そ し

てその文脈 か ら読み取 れ るの は、人 々の生 活 に影響 を及 ぼす意思決定 の枠 組みが、

ローカルか らリージ ョナル、 ナシ ョナル、そ してグローバ ル レベルの ガバ ナ ンスへ

と多層化 して きてい る とい うこ とで ある。

本稿 で は、 その多層化 した レベ ルの様 々な社 会問題 に関 わるNPO/NGOに 着 目

す る。 そ して、 まずそ の中で も最 も広領域 にあ る 「グローバル市民社会」の捉 え方

について議論 し、その ガバ ナ ンス論 内で の今 日のNPO/NGOの 位 置づ け、 さらに

はNPO/NGOの 「アカウ ンタビ リテ ィ」 に関す る用語 の整理 と本研 究の枠組 み を

示す こ とに したい。そ の上で、以下 の三つの 目的 につい て論 を加 えてい きたい。

第一 に、NPO/NGOが 今 日のグ ローバ ル市民社 会 にお けるガバ ナ ンス とい う観

点か ら、 どの ようなアクター として位置づ け られ、 その役割 を果たそ うとしてい る

のか につい ての議論 を整理す る。第二 に、 限定的で はあ るが、 グローバ ル レベ ルに

お け るガバ ナ ンスにお いて、NPO/NGOが これ まで どの よ うな役 割 を果 た して き

たのか、 日本 の国際協 力NGOの ネ ッ トワー クや政策提言(ア ドボカシー)活 動の

動 きとその活動実績 の一端 を振 り返 り、その存 在意義 を問い直す。 そ して第三 に、

公益活 動 の担 い手 と して期 待が膨 らんで いるNPO/NGOで あるが、それ ら自身の

ガバ ナ ンス は どうなってい るの か、「グ ローバル市民社会 」の アクター と してのセ

ルフ ・ガバ ナ ンス を検証す る意味 で、 日本 のNPO/NGOの アカウ ンタビ リテ ィの

向上 に関す る取 り組み につ いて検討 したい。
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なお、NPO/NGOの 表記 については、広義における 「非政府組織」及び 「非営

利団体」を指す ものとし、個別の表記については基本的に海外の組織 と日本国内の

国際協力に携 わる組織をNGO、 それ以外の国内の組織をNPOと して議論 を進め

ることにしたい。

1.グ ロ ー バ ル 市 民 社 会 に お け るNPO/NGOと ガ バ ナ ン ス 論

1.1グ ローバル市民社会 とは何 か

「市民社会 」の歴 史は ヨー ロ ッパ の古代 まで遡 る ものであ り、そ の概念 は政治的

に も理論的 に もその時 々の時代背景 と歴史的 な文脈 にお いて変化 して きた。例 えば

マ イケ ル ・エ ドワーズ は、古典思想 におい て 「市民社会 と国家 は、一体不可分の も

の」 と考 え られ てい た時代か ら始 ま り、そ の後1750～1850年 には市場経済 の興隆

による利害分散が生 じ、「『隣人 のコ ミュニ テ ィ』が 「他人 同士の コ ミュニティ』 と

化 した こと」や、「伝統 的なパ ラダイム をフランス革命 とアメ リカ革命 が破壊 した

こ と」 を根本的転換で ある と位置づ け、そ の後 アメ リカにおい て支持 を集め た 「中

央集権制度 の制御、文化多様性 の擁護、建設的 な社会規範、特 に 『普遍化信頼 と協

力』 を醸成す る上で ボラ ンティア団体が果 たす役割が重要」 になったこ とを記 して

い る5。 そ して、「①社 会 の一 部 としての市民 社会(団 体活動 を重視 す るネオ ・ト

クヴ ィリアン)、 ②(あ る特 定の社会 目標 の達成の成功 のみ な らず、規範 や価 値 に

よって特徴 づ け られた)一 種 の社会 と しての市民社 会、③公 共圏 として の市 民社

会」 に分類 して分析 してい る6。

また、 メア リー ・カル ドーは、冷戦後の市民社会 の動 きについて 「国家領域 に基

礎 をお く垂直的 な市民社会形態 に代 わって、水平的で 国境横断的 な、市民的お よび

非市民 的なネ ッ トワークの両方 を含 むグローバ ルなネ ッ トワークの台頭 を 目の当た

りに してい る」状 況7を 捉 え、グ ローバ ル市 民社会 の議論が、 「深化 と拡大 や国家

を軸 にす るアプローチか らの脱却 という観点か ら、個人 のエ ンパ ワーメ ン ト(能 力

拡大)と 個人の 自律性 に対 して と同様 に、多様 な分野で の社会的 ・政治的 な関係の

領域 的再編 に対 していっそ うの関心 を持 ちなが ら理解 されなけれ ばな らない」8と

指摘 した。 その上で、 グローバ ル市民社会 を表1の よ うに5つ に類型化 した。 カル

ドーは、社 会運動 や市 民的 ネ ッ トワー ク、 ボ ランテ ィア団体 、NGOな どがすべて
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表1市 民社会の5つ の解釈

社会の類型/見 解 領域的拘束 グローバルな特徴

市民社会 法の支配/市 民性
コスモポリタン的秩序、国際司法裁

判所の設立、国際平和維持の拡大

ブルジョワ社会
国家 と家族の問に存在するす

べての組織化された社会生活

経 済、社 会、 文 化 的 な グ ローバ リ

ゼ ーシ ョン、「下 か らのグ ローバ ル

化」、多 国籍企 業、対外 投資、移 民

の増加

市民活動家 社会運動、市民活動家

グローバル化 した公共空間、民主主

義の急進、参加と自律の拡大、 トラ

ンスナショナルな市民政治ネ ット

ワークの増加

ネオリベ ラル
慈善事 業、ボ ラ ンテ ィア団体 、

第3セ クター

民主主義構築の民営化、人道主義、

大量のNGOが 機能遂行

ポス トモ ダン
上記 に加 えて、民族主義者、

原理主義者

異議 申 し立ての グローバ ルなネッ ト

ワークの多元性、 イス ラームや民族

主義的デ ィアスポラネッ トワーク

出所:カ ル ドー(2007:p16)を も とに加 筆 し作 成

5つ の解釈 の一部 であ る としつ つ も、「市民社 会」 と 「ブル ジ ョワ社 会」 の解 釈 を

過去の歴史 的見解か ら導 き出 し、「市民活動家」、「ネオ リベ ラル」、「ポス トモ ダ ン」

を今 日的な解釈 である として区別 して捉 えてい る。

これ を受 けて星野 智 は、 グローバ ル市民社会論 には、NGOあ るい はア ソシエー

シ ョンの活動 を市民社会論 の中心 に置 く 「トクヴィル的 な視点」 と、 もう一つ は公

共 圏を市民社会論 の中心 に置 く 「ハ ーバ ーマス的 な視点」があ る とい うこ とを思料

し、前者 は国際連合 や 国際機 関でのNGOやNGOネ ッ トワークの領域 を指 す場合

に、 また後者 は世界 フォーラムな どのよ うに 「討論」や 「協議」 を前提 に した公共

空 間 として、 図1の ように表現 した。
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図1世 界システムの構造とグローバル市民社会

国家間システム:主 権国家間の関係 に基礎 を置 くグローバル

な政治領域、国際連合、国際機関、条約、

外交など

資本主義世界経済:グ ローバルな商品交換 と分業によって構

成 されるグローバルな経済領域、国際分

業、WTO、 多国籍企業、各国の市場経済

システムなど

グローバル市民社会:世 界 システムにおける非国家的 ・非市

場的(社 会的)領 域、国際NGO、 市民

ネッ トワーク、反グローバル運動など

出所:星 野(2009:p193)

こ うした既往研究の流れ を踏 まえて、本稿 にお ける 「グローバル市民社会」の議

論 について は、星野が示 す フ レームワー クに基づ きなが ら進め てい きたい。 また、

世界 で増加す るNPO/NGOが 国家 とい う枠組 み をバ イパス し、 国境 を越 えて トラ

ンス ナシ ョナルなネ ッ トワークや制度 に訴 えか け、外 国政府や 国際機関 に対 して も

アピールす るな ど政策提言活動 を行 う状況が活発化 しているこ とか ら、 カル ドーが

示 した見解 の うちの 「市民活 動家」 と 「ネオ リベ ラル」の動 きに依拠 して論 を進

め、考察 を試み るこ とに したい。
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1.2市 民社会 にお けるNPO/NGOの 位置 づけ

日本 で は、1998年3月 に特 定 非 営利 活 動 促 進 法(NPO法)が 成 立 して以 来、

NPO法 人数 は41,619団 体(2010年12月 現在)9に も達 してい る。 これ らの団体 の

うち、 国際協 力 を活動 目的の 一つ に掲 げ てい る団体 数 は、8,109で あ るlo。 また、

「自発 的な アソシエ ーシ ョン」で はない団体 も多数含 まれてい る ものの、総務 省が

平成19年10月1日 に公表 した国や都道府県 に登記 され た公益法人数(延 べ数)は

24,648法 人 で あ り、 うち社 団法 人が12,530法 人、 財 団 法 人 が12,118法 人11で あ

る。 ちなみ にNPOの 先進国 とい われ るアメ リカの非営利 団体 の数は、2006年 現在

で約190万 団体(免 税 団体 は、約150万 団体)で あ り、2004年 の非営利 団体 の雇

用者数 は940万 人(ア メ リカ全体 の雇用者 数のお よそ7.2%に 相 当)、 また非営利団

体 の 収 入総 額 はGDPの5.2%に 相 当 し、 非 営利 団体 へ の2005年 の 寄付 総 額 は、

2,600億 ドル を超 える12と い う桁 違いの規模 であ る。

こう したNPO/NGOの 増加 は、欧米 諸 国や 日本 に限 らず 、 アジ アやア フ リカ、

中南米で も広が ってい る。エ ドワーズは、「「市民社会』 とは何か」の 中で、 ネパー

ル、 イ ン ド、ス リラ ンカな どの南 アジアや、 ガーナ、 ジ ンバ ブエ、ケニヤ とい った

アフ リカ諸 国、南米 の ボ リビアや ブ ラジルのNGOの 増大 を挙 げてい る13。 またそ

の 中で も、 と りわけ 「NGOと い う新 たな層 とNGOネ ッ トワークが構築 され、 『グ

ローバ ル な市民社会』 も しくは少 な くとも多 国籍(ト ラ ンスナ シ ョナル)NGOの

コ ミュニ テ ィが形成 され た」 ことに着 目 し、「四万 を超 える国際NGOと 二万 の多

国籍NGOの ネ ッ トワー クがす で に世界 規模 で活 動 を展 開 してお り、 その うちの

九 〇パ ーセ ン トが一九七〇年以 降に設立 されて いる」14ことを強調 している。

この よ うな動 きを踏 まえて、西川潤 は 「市民社 会 は社 会 問題や環境 問題 に対 し

て、暴力で はな くて提言 を もってグローバ リゼ ーシ ョンをチ ェ ック しよう」 と努め

ている とその役割 に言及 してい る。 また他 方で、「各 国や地域 の公共空 間 を下か ら

形成す るこ とによって、政治社会の透明性や説明責任 を要求 し、 また企業社会 に対

しては、営利一辺倒の社会 シス テム形成 をチ ェ ック して、その社 会的責任 を追及 し

て、公共 空間 の民主 化 をはかってい く」15と述べ る とと もに、 その中でNPO/NGO

の数が著 しく増 えるこ とは、 コ ミュニティ ・ビジネスや地域通貨の活動、行政 との

連携、非営利や ボラ ンティア、連帯活動の比重が増大 して きてい る として、 コ ミュ
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ニ ティ との 関係性 の中でのNPO/NGOの 存在 意義に触 れている。

NPO/NGOが コ ミュニテ ィ との密接 なパ ー トナ ーであ る点 につ いて は、澤 井安

勇が 「地域 社会 のガバ ナ ンスの担い手 として は、NPOな どの 自発 参加型 の市 民社

会組織 だけでな く、 自治会 な どの地域 コ ミュニ ティ も重要 なス テークホルダーであ

る」16と指摘 してお り、政府側 か らではな く市民社会側 か らの公 共 に対す る ガバ ナ

ンス を重視 して いる こ とと も共通 す る。澤 井 は、 コ ミュニテ ィ型組織 を 「地縁 組

織」、NPO型 組織 を 「知縁組織」 と区別する考 え方や、地縁 血縁 を超 えて ドライな

ネ ッ トワー ク性 に利点が あ りつつ も、地域へ の密着性 や継続的関係 に劣 るNPOの

特徴 な どに触 れ、 コ ミュニテ ィ組織 とNPO双 方 の協 調 または複合 関係 を模 索す る

こ とが 日本型の 「ソーシャル ・ガバ ナ ンス」 におい ては不可欠で はないか と提示 し

ている。 もちろん 日本 に限 らず、 アジア諸 国をは じめ、世界各地 におい て もそう し

た動 きが コ ミュニテ ィを起点 にみ られるこ とについ ては、論 をまたない と言 えるで

あ ろ う。

以上 の こ とか ら も、 コ ミュニ テ ィとNPO/NGOと の連携 に よるこう した 「下か

ら」の変化 を促す動 きは、今後 の市民社会で も継続的 に浸透 し、 グローバ ルな レベ

ルにお いて も影響 を増 してい くで あろう と予測 され る。 そ して、政府や 国家 による

パ ブ リック ・ガバ ナ ンス、企業や市場 によるマ ーケ ッ ト(コ ーポ レー ト ・ガバ ナ ン

ス)に 対 し、 コミュニ テ ィとの協働 の 中で、増加 す るNPO/NGOや 他の市民社 会

組織 による草の根 レベ ルにお けるソーシャル ・ガバ ナ ンスの重要性が、一層注 目さ

れ るので はないか と考 え られる。

1.3ガ バナ ンス論 とNPO/NGOの アカウ ンタ ビリテ ィ

「ガバ ナ ンス」(Governance)と い う言葉 が頻繁 に使 われ る よ うにな ったの は、

1989年 に世界銀行 が ア フリカの 開発 に関す る報 告書 で取 り上 げ られて以 降 とされ

る17。その背景 には、世界銀行が 途上国 を相手 に進 めた 「構 造調整」 が うま く機能

せず、 その原 因 として援助 を受 け入 れる国々の意思決定 の過程や しくみ、あ るい は

制度上 の問題が指摘 された こ とに起 因す る。 だが、企業 の ガバ ナ ンスは もとよ り、

そ れ以来様 々な分野の あ らゆる レベ ルで ガバ ナンス論 は展 開され、現在 に至 ってい

る。
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廣野良吉 に よれば、 ガバ ナ ンス とは 「基本的 には、社会の統治体制で あ り、 この

場合 の社会 とは、組織(企 業 、非営利 団体、 中央 ・地 方政府機 関等)、 地域社 会、

国民 国家、国際社会 を指 し、 そ こにはそれぞれ の統治 形態が ある」18のであ り、そ

の統治体制 は長 い歴史 と共 に変 わ り、組織で は独裁的 ・専制的管理体制か ら参加型

自主管理体制へ、地域社会で は行政主導型か ら住民参加型統治体制へ、 国で は独裁

的 ・専制的か ら三権分立 ・主権在民型統治体制へ、 さ らに国際社会で は政府 間協議

型か ら全利害関係者 ・共有者(ス テークホルダー)参 加 ・協議型統治体制へ と変遷

して きた。 したが って、そ れは 「民主的 ガバ ナンス」が問 われ てい る とい うこ とに

な り、 その こ とは 「良い ガバ ナ ンス」(Goodgovernance)と もい われ、「良い ガバ

ナ ンス」が定着 してい る社 会で は、 「基本 的人権の尊重 、属性 による差別 禁止 と機

会均等、法 の支配、情報の公 開 と透明性、構成 員(組 織、地域、 国、 国際社会の全

構成 員)に 対 す る受託者(企 業 ・非営利 団体、立 法 ・行政 ・司法機 関、 国際機 関

等)の 厳格 な負託責任(ア カウ ンタビィ リテ ィ)… 弱者 に対す る社会的 セーフティ

ネ ッ ト等が貫徹」19されていなければな らないのである。

田坂敏 雄の表現 を援用 すれ ば、「ガバ ナ ンス論が登場 して きた背景 には、国民国

家機 能の衰退が あ り、 ガバ メ ン トとガバ ナ ンスが 区別 され るこ とにな った」20こと

が挙 げ られ るの であ り、現実的 に例 えばローカル レベ ルで は公共サ ービス に対す る

ニ ーズが量 的に増大 し、形態的 に も益 々多様化 した。 よって、 日本で も政府機能の

変革 が求め られ、NPOの 公 共サー ビスに対 す る主体 的機能が 問われ る状況 になっ

てい る。 また、 グ ローバ ル レベ ルに 目を向けれ ば、2010年 に名古屋 で開催 された

生物多様性 条約締約 国会 議 もそ うであるが、「国民 国家 とともに国境 を越 えた市民

社会 の連携(NGOの 国際 ネ ッ トワー ク)が 生 まれ、気候変動枠組 条約や対 人地雷

全面禁止条約 な どの面 で新 た な活動 を展開 してい る」21とい う現状 があ る。 よって、

そ れぞれ の国や地域 にお いて、NPO/NGOを 含 む多様 な アク ター に よる多元 的 な

統治体制や統治形態の あ り方が問 われる結果 になって きてい るので あ り、そ れ と同

時 にNPO/NGOを 含 む公益 法人 その ものの 「ア カウ ンタビ リテ ィ」 もよ り厳 しく

問 われ て きてい るので ある。
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2.NGOネ ッ トワ ー ク に よ る グ ロ ー バ ル ガ バ ナ ン ス へ の 実 践

2.1日 本 国内の国際協力NGOの ネッ トワーク活動

前章 の定 義 と枠 組み を踏 まえて、 ここか らは具体 的に 日本 の国際協 力NGOが ア

ジア諸 国を中心 に途上 国支援 を手が ける一方で、 これまで地球益 をめ ざす ための ガ

バ ナ ンス に対 して どの よ うな形で関 わろ うとして きたのか、 これ までの活動 を振 り

返 ってい くこ とに したい。 その方法 として、 ここで は飢餓、貧 困、人権 の侵害か ら

解放 された平和 で公 正 な地球市 民社 会 の実現 を 目指 す ネ ッ トワー クNGOと して

1987年 に設 立 され、2009年 現在 で90団 体 の正 会員 を持つ に至 ってい る国際協 力

NGOセ ンター(JANIC)に 関係 す るNGOが 関わ って きたNGOネ ッ トワー クの動

きを中心 に概観 し、 日本の 国際協力NGOが ナ シ ョナル レベ ル とグローバ ル レベル

で実践 して きたガバ ナ ンス の動 きについて検証 してみ るこ とに したい。

日本 のNGOの 国際協 力 に対す る取 り組 みの初期段 階 は第二次世 界大 戦後の アジ

アに対 す る草 の根 支援 であ り、1970年 代 以 降にな る と南 ア ジアや 東南 アジア にお

ける貧 困問題 や難民 問題 な どに対 す る取 り組 みが広 が り、1980年 代 になる とその

動 きは アフ リカ諸 国 にまで拡 大 した。 日本政 府が実施 す るODA(政 府 開発援 助)

も、 アジ アへ の援 助 を中心 に好景気 に伴 って増 え続 け、1997年 には世界一 の規模

にまで達 した。 したが って、 日本 のNGOが 初期 に手が けた国内 レベルでの政策提

言活動 は、 アジアな どの開発途上 国に対 して大 きな影響力 を持つ に至 った外務省の

ODA政 策 に関 す る もの であ っ た。 そ して、JANICや 関 西NGO協 議 会、 名古 屋

NGOセ ンター に加 盟 して いた 難民 や 開発 に関 わ るNGOと 外 務省 とで1996年 に

「NGO外 務 省 定 期協 議会 」 が、 また 翌1997年 に は 「財 務 省(当 時 は大 蔵 省)・

NGO定 期協議会 」が 開始 され、今 日までODA政 策や連携 推進、援助 効果 な どに

つ いての議論 が継続 され るに至 ってい る22。 また、「NGO-JICA協 議会」 や 「ODA

改革パ ブ リックフ ォーラム」 な ども並行 して開催 され、 日本政府への政策提言活動

と政府機関 との連携 に関す る取 り組みが実践 され てい る23。

こ うした活動が行 われ る一方で、 国内で は北海道か ら沖縄 に至 るまで各地域別の

NGOネ ッ トワークが設立 され た。 また、対象 国 ・地域 別のNGOネ ッ トワー ク と

して は、 ア フ リカ、 ア フガ ニス タ ン、 カ ンボ ジ ア、 ネパ ール、 ビルマ(ミ ャ ン

マ ー)、 東 チモー ルな どが、課 題別 としては、開発教育協議会 や地雷廃絶 日本 キャ
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ンペ ー ン、途上 国の債務 と貧 困ネ ッ トワーク(旧 ジュビ リー2000)、ODA改 革 ネ ッ

トワー ク、 国際人権NGOネ ッ トワー ク、気候 変動 ネ ッ トワー ク、 障害分野NGO

連 絡会 な どが、分 野 別 で は農業 ・農村 開発NGO協 議会(JANARD)、 教 育協 力

NGOネ ッ トワー ク(JNNE)、GII/IDIに 関す るNGO連 絡会 グルー プ、 ジャパ ン ・

プラッ トフ ォームな どが1990年 代か ら2000年 代 にかけて次 々に設立 されている24。

この ような国内 レベ ル にお け る 日本 の国際協 力NGOの ネ ッ トワー ク化 の動 き

は、 と りわ け課 題 や分 野別 の ネ ッ トワーク におい て徐 々 に国際 レベ ルで のNGO

ネ ッ トワーク との連携が構築 される状況 を生み 出 してい った。その動 きが活発 にな

り始 めたの も、1990年 代 か らであ った。特 に1992年 に リオ ・デ ・ジ ャネイ ロで国

連環境 開発 会議(地 球サ ミッ ト)が 開催 され、「国連気候 変動枠 組条約 」(United

NationsFrameworkConventiononClimateChange)が 採択 され たこ とは大 きな

起点 となったが、同様 に1990年 の ウ ィー ンでの世 界人権会議、1994年 の カイロに

お け る国際人 口開発会議 、1995年 の コペ ンハ ーゲ ンにおけ る国連社 会 開発 サ ミッ

トと北 京 におけ る世界女性 会議、1996年 にイス タンブールで 開催 され た国連人間

居住会議 な どにおいて、 日本 のNGOの メ ンバ ーが数多 く参加 し、政府代 表団 に加

わるな どして発言権 を増 してい った。

また、国際的なNGOネ ッ トワー クの活動 として、1990年 に聖書 に基づい てアフ

リカ ・キ リス ト教協議会の要求 によって、世界 の最貧 国が抱 えてい る返済不可能 な

先進諸 国やIMF、 世界銀行 か ら借 りた債 務 を2000年 まで に帳消 しにす るよう求め

るジ ュビ リー2000運 動が始 ま り、 日本 で もその運動 が徐 々にNGOの 問 に浸 透 し

ていった。 さらには、1997年 に国際地雷廃 絶キ ャ ンペ ー ン(ICBL)が わずか数年

で60ヶ 国の1,000を 超 えるNGOを つ なげ、 かつ 主要 国 に地雷廃 絶条約 を締結 させ

た実績 が認め られて ノーベ ル平和 賞が贈 られた ことで、NGOに 対 す る認識 は一層

拡大 してい ったのであ る。

2.2グ ローバル レベルでつながるNGOの 政策提言活動

こ うした国際的 なNGOの ネ ッ トワークに よる政策提言活動 は、各 国首脳 が参加

す る国連 の会 議や、G8サ ミッ トな どに対抗す る形 で進 め られ ていった。2000年 に

は九州 ・沖縄 でG8サ ミッ トが 開催 され、保健 、薬物、核 不拡散、 テロな どの課題
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が取 り上 げ られ たが、サ ミッ トの数 日前 には海外29ヶ 国 を含 むNGO40団 体 か ら

300人 が那覇市 に集 ま って ジュ ビリー2000沖 縄 国際会議 が 開催 され、そ の後 日本

実行委員会 の4人 の代表 が、サ ミッ トのホス トで ある森 首相 と40分 間面 談す るな

どした25。 併 せ て、2000年9月 にニ ュー ヨー クで開催 され た国連 ミレニ アム ・サ

ミッ トに参加 した147の 国家元首 を含 む189の 加 盟 国代 表が、21世 紀 の 国際社 会

の 目標 として国連 ミレニアム宣言 を採択 し、平和 と安全、 開発 と貧 困、環境、人権

とグ ッ ドガバ ナ ンス、 アフ リカの特別 なニーズな どを課題 として掲 げ、8つ の具体

的 な ミ レニアム開発 目標(MDGs)を 設定 して21世 紀 の国連 の役 割 に関す る明確

な方向性 を提示 した こ とか ら、 関連分 野 のNGOネ ッ トワー クの活 動 も活発化 し

た。 しか し、実 際に こう した国際 的なNGOネ ッ トワー クに多数 の 日本 の国際協力

NGOやNPOが 加 わ り、 先 進 諸 国 の首 脳 や 国際 機 関 に対 す る 政策 提 言 活 動 や、

キャ ンペ ー ン活動 な どを通 じて世論形成 を積極的 に行 ってい くには、 さ らに数年の

歳月が必要 であった。

2001年9月11日 にアメリカで同時多発 テ ロ事 件が発生 し、 テロ との戦いや イラ

ク問題が 中心課題 となる一方で、そ の後 は感染症 に代表 され る保健医療や初等教育

の完全普及 とい った貧 困 と開発 に関連す る課題への取 り組み も拡が った。 この動 き

と連動 して貧 困問題 の解 決 に取 り組 んでい る世 界各 国 の市 民 団体組織(NGO、 労

働組合、宗教者 団体、地域 団体、女性 団体、若者 グループな ど)か らなる緩やか な

連合体、GlobalCalltoActionagainstPoverty(GCAP、 貧 困をな くす ための グロー

バ ル ・コール)26が2005年1月 の世界社会 フ ォーラムで正 式に結 成 され、構 成 団体

は100ヶ 国以上 に広 がった。 日本 で も 「ほっ とけない世 界の まず しさ」がGCAP・

JAPANと して活 動 を開始 し、 ホワイ トバ ン ドを連帯の シ ンボル としてキ ャンペー

ンが行 われ、「世界 の貧 困問題 に声 をあげ よう1」 、「開発援 助の質の 向上 と量 の増

大」、 「最貧 国の債務 の削 減」「貿易 のルールの公正化」 とい う3つ の政策 変更 を求

めつつ、465万 本(約14億 円)の ホ ワイ トバ ン ドを売 り上 げた27。

2005年 に開催 され たイギ リス ・グ レ・一 ンイー グルス でのG8サ ミッ トやMDGs

会合 、WTO会 議 な どを経 る中で、多 くの著 名人 がGCAPの 活動 に賛 同 した こ と

か ら、貧 困撲滅へ のキャ ンペ ー ンは気候変動問題 な どへ の取 り組み と連動 してさ ら

に広が った。 また、G8サ ミッ ト関連 でいえば、国際NGOやNGOネ ッ トワークの
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代表 らが各 国の首脳 と会談 した り、各 国政府の実務担当者であ るシェルパ と世界の

市民社会の対話集会(CivilG8Dialogue)な ども事前 開催 され るようになるな ど、

ハ イ レベルでのNGOの 政策提言活動が定着 す るようになっていった。 さらにこの

他、JANICが 長年パ ー トナー として協力関係 にあ ったNGOネ ッ トワーク組織であ

るアメリカのlnterAction、 イギ リスのBOND、 フランスのCoordinationSud、 ド

イツのVENRO、 カナダのCCIC、 イタリアのAssociazioneONGItaliane、 欧州連

合 のEuropeanNGOConfederationforReliefandDevelopment(CONCORD)の

間でG8NGOプ ラ ッ トフォー ム も設置 された。

こう した中で、 日本 国内で は、2000年 の九州 ・沖縄 サ ミッ トでの反省点 を踏 ま

え、2008年 に北海道 ・洞爺湖 で開か れたG8サ ミッ トに際 して は貧 困 と開発、環境、

人権 ・平和 の問題 に取 り組 む141団 体 のNPO/NGOが 分 野 を超 えて 「2008年G8

サ ミッ トNGOフ ォー ラム」 を結成 し、地球規模 課題 に対す る先進諸 国の取 り組み

について検証 す る と共 に、各 分野 にお ける政策提言 活動 を実施 した。 フ ォー ラム

は、貧 困 ・開発 、環境、 人権 ・平和 に分 かれ てそれぞ れの専 門分 野 にお いてポ ジ

シ ョンペーパ ーを発表 す るな どして政 策提 言 を試 みたが、一定の成果 を得 た反面、

多 くの課題 も明 らか となった。

一例で はあるが
、そ の中には 「グローバ ル ・ヘ ルス ・ガバ ナ ンス」の文脈 におい

て国際保健 に関わ るNGOに よる政策提言 も含 まれてい た。兵藤智佳 と勝 間靖の調

査 に よれば、 と りわ け 日本 のNGOの 場合 は政 策提 言 よ りもフ ィール ド活 動 を重視

す る傾 向が 強い とされる28。 また、組織 の資金規模 が脆 弱であ り、政策提 言活動 に

関 わる人材 が乏 しい ことな どが 指摘 され、NGO側 の具体 的な取 り組みへ の今 後の

大 きな課題 として言及 された29。 この他、 カル ドーに よれば、 トランスナ シ ョナル

な市民 ネ ッ トワー クの広が りを称 賛す る一方で、 とりわけ大規模 な国際NGOな ど

が南北双方 を問 わず肥大化す るこ とは、 グローバ ルガバ ナンスの観点か らは政府 に

「飼 い な ら され た」社会 運動30で あ る とい う側面 もあ り、権力 や 資金 の中枢 に近

く、サ ー ビス提 供 に力点 を強 く置 くNGOが 、む しろ草の根組織 や コミュニテ ィ組

織 を侵食 し、伝統的 な互恵組織 に対 して依存傾向 を増大 させ るので はないか とい っ

た批判が あるこ とも念頭 に置か なければな らない。 しか し、大小様 々で多様 な価値

を持つNGOが 、大学 な どの研究機 関や企業 、メデ ィアな どを含 めて連携 してい く
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こ とは、個 々の問題解決 に向けて可能性 を拡大 させ てい くこ とにつ なが るこ とは充

分 に考 え られる。 したが って、 よ りグ ローバ ルな レベ ルでのNPO/NGOに よる市

民参加型 ネ ッ トワークが果 たす ガバ ナンス の役割 も、 さ らに今後重要性 を増す こ と

になってい くの ではない だろ うか。

3.日 本 の 市 民 社 会 に お け るNPO/NGOの セ ル フ ・ガ バ ナ ン ス

3.1公 益 法人 と しての 日本のNPO/NGO

さて、組織 基 盤 が脆 弱 とされ る今 日の 日本 のNPO/NGOで あ るが、本 章 で は

NPO/NGO自 身の セル フ ・ガバ ナ ンスにつ いて検討 を加 える こ とに したい。 ここ

で い うセルフ ・ガバ ナ ンス とは、 これまで述べ て きたようにローカル レ・ベ ルで はコ

ミュニティ とつ なが り、 また地域や ナシ ョナル レベ ル、 あるい はグローバ ル レベル

におい ては他の市民社会組織 とのネ ッ トワークを構築 しつつ地球社会 にお ける民主

的 ガバ ナ ンス をめ ざすNPO/NGOが 、 自 らのガバ ナ ンス には どう取 り組 んでい る

のか を問 うことを指 す。そ こで まず 日本のNPO/NGOの 法 人制度 について概観 し、

法的 な立場か ら市民社会組織 として どの ような課題があ るのか について述べ てみた

い0

2010年 に発行 された 「NPO白 書2010」(山 内他編)に よる と、 日本のNPOに

おけるガバナンスの基本的な考えを、内閣府国民生活審議会総合企画部会が2007

年に公表 した報告書 「特定非営利活動法人制度の見直 しに向けて」に示される表現

に求めている。そこでは、「NPO法 人は、市民の自主的な参加 により社会貢献活動

を行 う団体であり、その自由な活動を促進するためには、法人の業務運営のあり方

については法で事細かに規制するのではなく、で きる限り法人自身が基本 とすべ き

である。 またNPO法 人の業務運営においては、法人内部の組織管理 という法人の

内部規律 とともに、市民に対する情報公開のあ り方について、 どのような規律を求

めてい くかも重要である」 と述べ られている。そ してその一方で、従来の公益法

人、つ まり、明治時代に制定された民法34条 の条文下にあ り、公益に関すること

は主務官庁が決めるとされていた社団法人制度、財団法人制度は、その法人設立の

簡便さ、指導監督の縦割 り、情報開示の不十分さ、公益性の不明確さ、ガバナンス

の問題などが理由で2008年12月 か ら新公益法人制度 として抜本的な改革が進行中
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表2日 本のNPO法 人と一般法人の概要比較

特定非営利活動法人

(NPO法 人)

一般法人

一般社団法人 一般財団法人

根拠法
特定非営利活動促進法

(1998年12月 施行)

一般社団法人及び財団法人に関する法律

(2008年12月1日 施行)

設立手続 認証主義(所 轄庁が認証) 準則主義(登 記だけで設立)

対象 となる活動17分 野の特定非営利活動 特に規定なし

社員数 10人 以 上 2人 以上

理事数 3人 以上 3人 以上 3人 以上

監事数 1人 以上 置かなくても可 1人 以上

情報公開
事業報告書等を所轄庁に提出 社員名簿 を事務所に 定款 を事務所に

事務所に備え置 く 備え置 く 備え置 く

財 産 ・基金 特に規定なし 基金の設置が可 300万 円以上の財産

法人課税 収益事業のみ課税
非営利一般法人は収益事業のみ課税

他の一般法人は全所得に課税

登録免許税 非課税 課税

出所:山 内他編 「NPO白 書 」(2010:p30)

で ある。

表2に 、NPO法 人 と一般法 人の概 要 について示す が、 日本 に事務 所 を持 つ国際

協力NGOの 多 くが、1998年 に施行 された特定 非営利活動促 進法 もし くは2008年

に改正 され た新公益法人制度(一 般社 団及 び財 団法人 に関す る法律)に 準 じて活動

してお り、特 に後者 につ いては準則 主義が とられ た こ とに よ り、手続 きが簡便 に

なった とい える。 しか し、一方 で課題 も多 く指摘 されてい る。

第一 に、NPO法 人 「シーズ ・市 民活動 を支 え る制度 をつ くる会」 の資料31に よ

れ ば、2008年12月 か ら2009年10月 まで だけで も一般社 団法 人の新 設数 は2,333

法 人、一 般財 団法 人の新 設 数 は382法 人 と、NPO法 人 新 設数 とほ ぼ同数 の毎 月

200法 人前後のペ ース で増加 してい る。 もち ろん、解散す る法人 もあるので一概 に

はい えない もの の、今後 も増 え続 けるであ ろ うこ うした法人が、実際 どの程度社会

におい て有効 に機能す るのか、 とい う課題であ る。

第 二 の課 題 と して は、 これ らの法 人 に関 連す る税 制 につ い てで あ る。 現 在、
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NPO法 人については認定NPO法 人、新公益法人 については公益認定法に基づい

て公益社団法人 と公益財団法人に認定されれば、例えば寄附金に関 して租税の軽減

措置をうけるなどの税控除が受けられる形になっている。ここではそれぞれの税率

等に関する詳細は省略するが、NPO法 人についてはパブリック ・サポー ト・テス

ト32が とられ、その基準 を満たせば国税庁長官が認定NPO法 人 に認定す る。一

方、新公益法人の場合、改正前は主務官庁が公益性を認定 していたが、改正後は有

識者などによって内閣府や都道府県に設置される 「公益認定等委員会」などの第三

者機関が公益認定法に基づいて公益性の判断を行 うことになっている。だが、いず

れの法律 にしても、税制優遇のメリットを獲得するための 「公益性」のハー ドルは

高 く、法の柔軟な運用 と同時に、NPO/NGO側 の自助努力 も必要 となってくるで

あろう。

第三の課題は、そ もそもこれ ら2制 度の並存が継続されるべ きなのか、あるいは

統合 してよりシンプルな制度へ と改善されるべ きなのか とい う議論である。 とりわ

け新公益法人制度が採用 されたことから、NPO法 人と一般社団、一般財団法人 と

の違いはそ う大 きくなくなった。その意味においては、先に述べた とお り市民社会

組織が法人格を取得する選択肢が増えたといえなくはないが、今後 どのような形で

双方の法人制度が進んでい くのかは注視する必要があると思われる。特 に、2009

年に発足 した民主党政権によって 「新 しい公共」 という考え方が示 されたことか

ら、NPO/NGOに 対するガバナンスへの期待 と責任が増す一方で、NPO/NGOに

対する社会の目も益々厳 しくなってくることは問違いないであろう。

3.2NPO/NGOの アカウンタビ リティと信頼 される条件

次 に、多 くの課 題 を抱 える 日本 のNPO/NGOが 、 自らの 「良 いガバ ナ ンス」 を

達成す る上 で どのよ うな基準 を用い、 どの よ うな方法で アカウンタビ リティの確保

をめざそ うとしてい るのか、現状 について検討 してい くこ とに したい。

一例 で はあ るが、比 較材 料 と して まず 最初 に触 れ たい の は、 チ ャール ズ ・ス

チ ュワー ト ・モ ッ ト財 団や フ リーダムハ ウスの支援 を受 けて、マ リリン ・ヤ ッ トが

中央及 び東 ヨー ロッパ諸 国向けに著 したNGOガ バナ ンス のハ ン ドブ ックの内容 に

つ いてであ る。ハ ン ドブ ックが まず強調 してい るこ とは、NGOが 周 囲の コミュニ
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ティか ら高 い信頼がおかれ る存在で なけれ ばな らない という点であ る。 な らば、そ

の条件 とな りうるアカウ ンタビ リティ とは何で あろうか?

「市 民 に よる ガバ ナ ンス推 進会 議(PDG)」 の代 表 理事 で もあ る前 出の廣野 は、

「アカ ウンタビィ リテイは、わが 国では通常説明責任 と翻訳 され ているが、いわ ゆ

る説 明責任 は よ り広 範 な負託 責任の一部 に過 ぎない」33として 日本語訳 を 「負 託責

任」 と して捉 えてい るが、ハ ン ドブ ックに よればAccountabilityの 語源 は1794年

で ち ょうど公共へ の関心 や当時 としての市 民社 会へ の意識 が高 まった時代 であ り、

「義務 と して 自発 的に責任 を全 うし、 自らの行動 につ いて報 告す るこ と」 と して 自

発 的な 自律 性 を強調 してい る。 したが って、NGOと しては非営利 とい う特権 を悪

用す るこ とな く、 自 らの資源 を賢 く公益の ため に活用 しなけれ ばな らないこ とにな

る。つ ま り、信 頼 され るNGOと は、常 に透 明性 が高 く、経理や記録 について は寄

付 者 や受益 者 な どを含 めて公 開 され なけれ ば な らない し、 また そ う した行為 に

よって、NGO自 身が独 裁的 な価値 判断で はな く、民主的 な価値 を大切 に してい る

こ とにつ なが り、市民社会 に貢献す るこ とになるのであ る34。

このハ ン ドブ ック作 成 にあた った ワーキ ンググループは、NGOの 「良 い ガバ ナ

ンス」 とは、「非営利組織 と しての リー ダー シップに基 づ き、効果的 で責任 感のあ

る方法で、 リソース に方向付 けを行 い、分担 した形で権 限を執行で きるよ うな透明

性 のあ る意思決定 を行 うプロセスで ある」35と定 義 して いる。そ して、 その条件 と

して、①正式 な組織図が存在 してい るこ と、② ガバ ナ ンス とマ ネジメ ン トを分離 さ

せ ている こと、③ ミッシ ョンに基 盤 を置いたNGOで あ るこ と、④最 高の専 門性 と

倫理規範 を持つ こ と、⑤ リソースの管理 と流通 に責任 を持 って執行す るこ と、⑥関

わっているコ ミュニティに しっか り対応す るこ と、 を挙 げ、それぞれ に充分 な説明

を加 えてい る。

他 に も、代表 的な もの として2003年 以 降に国際的 に活躍す るActionAidや アム

ネステ ィ ・イ ンター ナシ ョナ ル、Civicus、 グ リー ン ピースや オ ックス フ ァム ・イ

ンターナシ ョナル などの十数 団体 が協 議 を重ね、 国際NGOア カウ ンタビリティ憲

章(INGOAccountabilityCharter)36が2006年 に発表 された り、 イギ リスのOne

WorldTrustが 市民社会組織の 向上 のため に世界各 国の 団体か ら現段階で309項 目

に及ぶ アカウ ンタビ リティや正 当性 を確保す るため の自主的 な規則 をデ ータベ ース
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化 したAdatabaseofcivilsocietyself-regulatoryinitiatives37な どがあ り、 自浄力

を活用 した形の ミッシ ョンに対す る実践活動の検証が行 われてい る。

翻 って、 日本 国内で は どのような試みが行 われ てい るのか、その取 り組み のい く

つか を以下 に挙 げてみ たい。

まず一つ 目は、2003年9月 に 日本 のNPO関 係 者が 「民 間NPO支 援 セ ンター ・

将来 を展望 す る会」 を開催 し、その後取 りま とめ られた 「信頼 されるNPOの7つ

の条件 」38である。7つ とは、① 明確 な ミッシ ョンを持 って、継続 的 な事業 を展開

してい るこ と、②特定 の経営資源のみ に依存せず、財政面で 自立 してい るこ と、③

事業計画 ・予算 の意思決定 にお いて自律性 を堅持 してい るこ と、④事業報告 ・会計

報告 な どの情報 を積極的 に公 開 しているこ と、⑤組織が市民 に開かれてお り、その

支持 と参加 を集 めてい るこ と、⑥最低 限の事務局体制が整備 されてい るこ と、⑦新

しい仕組みや社会的 な価値 を生み 出す メ ッセージを発信 してい るこ と、が掲 げ られ

てお り、そ れぞ れの項 目につい ての解説が なされ ている。 これ らの条件提示 は、 日

本 国内のNPOの アカウ ンタビリテ ィの確保 とセル フ ・ガバ ナ ンス を奨励 す る意味

で、 さ きが け としての取 り組みで ある とい える。

次 に、JANICが 掲 げるNGOの ア カ ウンタ ビリテ ィについ てで あるが、全 ての

NGOが 合意 した統 一的 なアカウ ンタビ リテ ィの定義 はない と した上 で、ア カウ ン

タ ビリテ ィガ イ ド39を 発行 し、 ワー クシー ト形式 を説明 しつつ 自団体 に適 した ア

カウ ンタビ リテ ィの果た し方 について解説 してい る。 そ こで は、NGOを 取 り巻 く

ス テークホルダー として、社会、 ドナー、 団体 内部 の三方向 に対す るアカウ ンタビ

リテ ィの重要 性が述 べ られ、 考 え方 の共有 か らス ター トす る こ とが 強調 されてい

る。 また一方 で、各会員 団体 の 自己診 断ッール としては2002年 か ら 「NGOア カウ

ンタ ビリテ ィ委員会」 を設置 して 「アカ ウンタビ リテ ィ ・セル フチ ェ ック(ASC)

2008」40を 作 成 してお り、 そ こで はアカウ ンタ ビリテ ィを 「ある人ない し団体 の業

績、応答性、 さ らには倫理性 につい て、利害関係者が持つ さまざまな期待 に応 える

こ と 」と定義 し、①組織運営基準、②事業実施基準、③会計基準、④情報公 開につ

い て、41項 目のセル フチ ェックポイ ン トを準備 し、立会 人の もとに実施す るよう

奨励 して いる。2010年4月 現在 で正会員 団体 は90団 体 であ るが、2010年11月 現

在 まで に、表3の21団 体が 自己審査 を実施 してい る41。
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表3「 アカ ウンタビリテ ィ ・セル フチ ェック(ASC)2008」 実施 団体

団体名 法人格 設立年 財政規模(万 円)*

ADRAJapan NPO法 人 1985年 25,422

WE21ジ ヤパ ン NPO法 人 1998年 9,228

ACE 認定NPO法 人 1997年 4,169

ケ ア ・イ ン ター ナ シ ョナ ル ジ ャパ ン 公益財団法人 1987年 21,639

国 際協力NGOセ ン ター NPO法 人 1987年 11,625

シェア=国 際保健協力市民の会 認定NPO法 人 1983年 11,860

JHP・ 学 校 をつ くる会 認定NPO法 人 1993年 19,151

ジ ェ ン 認定NPO法 人 1994年 53,292

シャプラニール=市 民による海外協力の会 認定NPO法 人 1972年 27,474

シ ャ ンテ ィ国際ボラ ンティア会 公益社団法人 1981年 62,270

地球の木 認定NPO法 人 1980年 1,826

チ ャ イ ル ド ・フ ァ ン ド ・ジ ャ パ ン 認定NPO法 人 1975年 28,038

難民支援協会 認定NPO法 人 1999年 10,712

難民を助ける会 認定NPO法 人 1979年 92,767

日本 国際ボラ ンテ ィアセ ンター 認定NPO法 人 1980年 26,975

ハ ン ガ ー ・フ リ ー ・ワ ー ル ド NPO法 人 1984年 15,546

ブ リ ッジ エーシア ジ ャパ ン 認定NPO法 人 1993年 43,591

メ ドユ サ ン ・ド ゥ ・モ ン ド ・ジ ャポ ン 認定NPO法 人 1995年 9,462

ラ オ スのこ ども 認定NPO法 人 1982年 4,688

ワ ー ル ド ・ビ ジ ョ ン ・ジ ャ パ ン 認定NPO法 人 1987年 377,452

ワ ー ル ドラ ンナーズ ・ジャパ ン NPO法 人 1989年 482

*財 政規模 は2009年 度の収 入合 計
。一部の団体 には繰越 金が含 まれていない。

出所:2011年1月 現在で、各団体のHPを 参考に筆者作成

この他 、言 論NPOな どの イニ シアチ ブ に よって2010年 に は 「「エ クセ レン ト

NPO』 をめ ざそ う市民 会議」 が発足 し、「市民性 」、「社会変 革性」、「組 織安定性 」

を基本条件 としてそれ を満 たすべ き12の 評価項 目と33の 評価基準か らなる自己診

断 リス トが発 表 されてい る42。 中で も、NPOの 「ガバ ナ ンス」の評価 基準 につい

ては 「組織安定性」 として位置づ け られてお り、①組織 の使命 は明確 に示 され てい

るか、②使命 は組織の ステークホルダーに共有 され てい るか、③意思決定機 関、執

行機関、チ ェ ック機関が明確 に定義 され、その選 出方法 と過程が透明で あるか、④

チ ェ ック ・メカニズ ムが機能 してい るか(組 織全体 の方針、規律 ・透明性 にかか る
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機能 のチ ェ ック)、 ⑤組織 の全体像が 明確 に説 明 されてい るか、 の5点 が具体 的 な

評価基準 として示 され てい る。

以上 の こ とか ら も、 この十年足 らずで 日本 のNPO/NGOの アカ ウンタ ビリテ ィ

に関す る議 論 は格 段 に深 ま り、そ れ まで不 明確 であ った組 織 の ア カ ウ ンタ ビ リ

ティに対す る考 え方や評価基準が 自主的 によ り具体的 な形で示 され るようになって

きている ことが窺 える。換 言すれ ば、NPO/NGOに 対す る期 待感が高 まる一方で、

そ れだけ社会 のNPO/NGOに 対す る 目が厳 し くな りつつあ るこ とも事実 であ る と

い え る。 この点 につ いて、先 のJANICに お いて はNGOに 対 す る社会 か らの期待

が よ り高 まる と同時 に、そ の活動内容や資金の使 われ方、 団体運営 について どの よ

うな取 り組み を してい るのか といったこ とにつ いて説明 し、情報公 開 してほ しい と

い うニーズが高 まっている点 を報告 してい る。 また 「「エ クセ レン トNPO』 をめ ざ

そ う市 民会議」 におい ては、NPOが 行 政委託や収益 活動 に傾斜 して い く問題 や課

題解決力 の不足 、あるいは活動 や組織 の持 続可能性 の弱 さを問題視 し、「NPOは 法

人数 が急増 す るなかで、 その設立者、 設立 目的や活動 形態 の多様化 が進 んでい る

が、 一方 で、 目指 す べ き非営 利 組織 像 が み え な くな り、何 が正 しいの か、何 が

誤 っているのか その芯 となる ものが揺 らいでい るので はないのか」 とい う危機感 を

動機 として挙 げてい る。 したが って、 こ うした評価基準 に充分応 え られ るようなガ

バ ナ ビリテ ィのあ るNPO/NGOこ そが信頼 され る団体 と して市民社 会 において成

熟す るので あ り、 よ り広範 な社会 に対す るグ ッ ド ・ガバ ナンス に向 けた責任 を果た

しうる存在へ と成長 してい くので あろう。

4.ま とめ と今 後 の 課 題

今 日も私たちは 「市民社会」 とい う用語を頻繁に用いるが、その場合の市民社会

の解釈 は、国家 を基礎 においた垂直な領域 を超 え、益々水平で国境横断的なグ

ローバル領域へ と変化 してきた。つまり、世界国家 というものは存在 しえないにし

ても、グローバル市民社会 という領域が認識されるようになり、そのことは各国に

おいてNPO/NGOの 増加 とい う観点か らも明 らかになったといえる。 また、社会

の統治体制であるガバナンスは、組織では独裁的 ・専制的管理体制か ら参加型自主

管理体制へ、地域社会では行政主導型か ら住民参加型統治体制へ、国で は独裁
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的 ・専制的か ら三権分立 ・主権在民型統治体制へ、 さ らに国際社会で は政府 間協議

型か ら全利害関係者 ・共有者(ス テークホルダー)参 加 ・協議型統治体制へ と変遷

してお り、「民主的 ガバ ナ ンス」や 「良 いガバ ナ ンス」 のあ り方が これ まで以上 に

問 わ れ る よ うにな った。 それ は、 コ ミュ ニテ ィに根 差 した ロー カル レベ ル か ら

リージ ョナル、 またナシ ョナルか らグローバ ル レベ ルに至 るまでの 「良い ガバ ナ ン

ス 」が 問 わ れて い るの であ り、以 下 の点 か ら多 層 化 した公 益性 に対 す る 日本 の

NPO/NGOの 役割の変化 と存在意義、そ して今 日直面 してい る課題が窺 える。

まず、 グ ローバ ル レベ ルで のガバ ナ ンス に対 す るNPO/NGOの 役割 の変化 は、

とりわけ この10数 年 の間に著 しい拡大 を遂げ、地球規模 の課題が表面化 す るの と

相 まっ てそ の勢 いが 増 して い る点 にお い て示 され る。 それ は、 日本 の 国際協 力

NGOが 展開す る国内での ネ ッ トワー クづ く りにおい て顕著 にみ られ、 と りわ け課

題別 や分野別 のネ ッ トワー クNGOに つ いては、国際 的なNGO乃 至 は市民社 会組

織 のネ ッ トワーク とつ なが るこ とで、 よ り強 くグローバ ルガバ ナ ンス に関わる状況

が生 まれて きたこ とか らも明 らかで ある。依然 として 「フィール ド重視」の傾向 は

指摘 され る もの の、一連 の国際会議 において はそ の動 きは年 々活発 になってお り、

「グローバ ルな市民社 会」 にお けるNPO/NGOの 役割 の変化 と存在 意義 は、特 に政

策提言活動 にお いて顕著 にみ るこ とがで きる。

だが、 直 面す る課 題 は 日本 国内 のNPO/NGOの 対 内的 ガバ ナ ンス の問 題 であ

る。世界 の動 きと比例 して、 日本 国内 にお けるNPO法 人や新公益法 人の数 は、 こ

れ までのNPO法 に加 えて公益 法人改革 の影響 もあ って年 々増加 し、市民社 会 にお

けるガバ ナ ンス の役割や期待 は増 しつつあ る一方で、 自身の アカウンタビ リティの

重要性 が問 われて は じめてい る。現状 で は、 それ ほ ど多 くのNPO/NGOが 自らの

ア カウ ン タビ リテ ィの高 さを公 表 し、社 会 的 な信 頼 を充分 に構 築 す るまで に は

至 っている とは言い切 れない状況が あ り、それぞれが今後 どの よ うなガバ ナンス基

準 の もとに、 どうセルフチ ェ ックを行い、 またそれ を どう評価 してい くのかが課題

になってい る といえる。

最後 に、人権、平和、貧 困、 開発、環境 な どの課題が益 々深刻化す る中で、近年

グローバ ル レベルで増加傾 向 の一途 をた どるNPO/NGOが 、今後 もと りわけ公的

セ クターが強い途上 国の市民社会 と密 に協力 し、 ローカル レベ ルを起点 にコ ミュニ
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ティ と協働す る形で草 の根 ネ ッ トワークを築 き、 グローバ ルな連携推進 の もとにこ

れ らの問題 を解 決 して い くこ とに期 待 したい。 もち ろんそ の ため に は国家(政

府)・ 企業(市 場)・ コ ミュニ テ ィ(市 民)問 におい て、NPO/NGOが さ らに利 用

価値 のあ る機 能集 団 と して他 セ ク ター との協 力 関係 の あ り方 を検討 し、 ソー シャ

ル ・ガバ ナ ンス の役割 を担 ってい く必要性があ るで あろう。そ う した意味で も、今

後 の市民社会 におい て、NPO/NGOの ガバ ナ ンスが よ り健全 な形 で定着 し、 アカ

ウ ンタビ リティが充分確 保 され、 さ らに多 くの市民 の参加 に支 え られ なが らよ り良

い方向へ と社会 を導い てい くこ とを願い たい。

1

2

3

4

注

メ アリー ・カル ドー(2007)は 、 た とえばKenichiOmae,TheBorderlessWorld:Power

andStrategyintheInternationalEconomy(London:Collins1990)やThomasFriedman,

TheLexusandtheOliveTress(NewYork:Farra鵡StratusGiroux,2000)な ど を引用

し、「グローバ リゼー シ ョン」 は グローバ ル資本 主義の広が りとそれ を促進す る一連の

政 策 を指 し、 そ の支持 者 は単 一 の グローバ ルな共 同体 の形 成 と国民 国家(ネ ー シ ョ

ン ・ステー ト)の 解体 を導 きつつあ る と した。 また、第二 の定義 は社会科 学の文献 に

多 くある見方 であ り、DavidHeldetaLGlobalTransformations(Cambridge:Politヱ1999)

な どにあ る ように、政 治、軍事 、文化 とい ったすべて の分 野 で高 まる相互 連関性 であ

る とした。

星野智(2009)は 、1989年 の ポー ラ ン ドで起 きた 「連帯 」 の動 きや、チ ェ コス ロバ キ

ァで起 こった 「ビロー ド革命」 といった共 産党体 制の崩壊 を指摘 してい る。 さらに、旧

ソ連 に属 してい たバ ル ト三 国やポーラ ン ド、チェ コ、ス ロバキ ア、ハ ンガリー、 ソロベ

ニ ア、 ルーマ ニア、 ブルガ リアがEUに 加盟 し、市場経 済へ と移行 す るとともに政治面

で民主化 を推進 した ことを挙 げてい る。

DavidWilliamsとTomYoung(2010)に よれ ば、例 えば世界銀行が途上国の貧困削減

を 目的に推進 して きた構造 調整 プロ グラムに対す るNGOの 批 判が高 ま り、 開発 計画の

プロセス に対す る草の根 レベルの参加や市民社会の役割 を高め る動 きが活発化 した。

星野 に よれば、近代市 民社会 が形成 され たのは17～18世 紀 の イギ リスや フラ ンス に
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5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

お け る市民 革命で あ り、「ブルジ ョアジー」 と呼ばれた市民 階級 が 自らの手 で国王、貴

族 ・僧侶 が支 配す る封建 社会 を打倒 し、その後 国民の 自由で平等 な市民 的権利が 認め

られ る中で、 自律 した市民 の公共 圏や公共空 間が形成 された。 また、J.S.ミ ル が 「自由

論」 で主張 した個 人の国家権力 に よる干 渉か らの自由やA.ト ク ヴィルの 「アメ リカの

デ モ クラシー」で述べ られ てい る個 人の 自由 と個人が 集合す る(結 社 の 自由)が 近代

市民社会 の基本 的原理であ った。17～18世 紀 後 の近代 市民社会論 につ いて、星野 はス

コ ッ トラン ドの アダム ・フ ァー ガンスや アダム ・ス ミス、 さ らにはヘ ーゲルや マル ク

ス の市 民社会 論 には共 通す る もの、す なわ ち市 民社会 とは 同時に 自由に商品の交換 を

行 う主体 に よって構 成 され る社 会 とされて いた 点 を強調 す る。 しか し、 そ の後ハ ー

バ ーマス の 「公 共性 の転換 」 では市場経 済社会 と しての市民社会 概念 か ら自発 的な コ

ミュニケー シ ョン的能力 を持つ市民 的公 共圏が導 き出 されない と星野 は分析 し、 「市民

社会 の再 評価」 の中でハ ーバ ーマス は新 しい運動やNGO/NPOと い った 自発 的な アソ

シエ ー シ ョンに市民 的公共 圏のア ク ター と して重要 な役 割 を期待 しよ うと した と結 論

づ けている。

MichaelEdwards(2004)[マ イケル ・エ ドワーズ/堀 内一史訳 「『市民社会』 とはイ可か」

(2008)、pp25-33に よ る。

Ibid.

カル ドー(2007)、pp10-11を 参 照 。

Ibid.

内 閣 府NPOホ ー ムペー ジ、https://www.np(沁omepage.gojp/に よる。

Ibid.

総 務 省公益法人 白書(平 成20年 度 版)、 第1章 公益法人の現況、pp9-10を 参 照。

企業税制研究所資料(平 成19年12月10日)を 参照。

エ ドワーズ(2008)、pp52-57を 参 照 。

Ibid.

西 川(2007)は 、 グローバ リゼー シ ョンの もとでの東 アジ ア国際関係 におい て、 反 グ

ローバ リゼ ーシ ョンの三要素 として リージ ョナ リズム、テ ロリズム、市民社 会 を挙 げて

い る。 その 中で、非営利住民 団体(NPO)や 国際協 力 団体(NGO)に つ い ては、市 民

社会の 中で位置づ け、その役割 について言及 してい る。
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16澤 井(2004)、pp45-51を 参 照 。

17下 村(2006)は 、 「ガバ ナ ンス」 を開発分 野 にお け る もの と 「企業 ガバ ナ ンス」、「グ

ローバ ル ・ガバ ナ ンス」 の分野 で区別 して延べ 、1989年 に 開発分野 で最 初 に登場 した

と記 してい る。 また、DavidWilliamsとTomYoung(2010)に お いて もサハ ラ以南の

アフリカにお ける危機 的なガバ ナ ンスの状況 が指摘 され、多元的な機構構 造 を構 築 して

チ ェ ック機能 を向上 させ るような政治的刷新の必要性が述べ られてい る。

182008年9月27日 に世界銀行東京事 務所で 開催 された 「市 民 によるガバ ナ ンス推 進会議

(PDG)」 設 立記念 シンポジ ウム 「ガバナ ンス問題の多様性 二人権 ・企業 ・メデ ィア ・環

境～ わた したち に何 がで きるか」で行 われ た廣 野良吉 の基調 講演 「ガバ ナ ンス の多様

性:市 民でで きることは何か?」 の資料 を もとに した。

191bid.

20田 坂(2009)は 、 著書 「東 アジア市民社会 の展望」 の冒頭 で東 アジア市民社 会の課題 に

触れ、市民社会論 とガバ ナ ンス論 の中で 「グローバ ル化 のなかで、ガバナ ンス領域が多

層化(グ ローバ ル、 リー ジ ョナル、 ローカル の領 域)し 、ガバ ナ ンス を担 い うる主体

(個 人、企業 、諸 ア ソシエーシ ョン)の 多元化 も進行 した」 ことに言 及 している。

211bid.

22重 田(2005)な ど を参照。

23JANICホ ー ムペー ジを参照。

24JANICが 外 務省の委託 を受 けて調査 を実施 し、2002年 に発効 した資料 を参照。

25イ エズス会社会司牧セ ンターが発行 してい る 「社会司牧通信」97号 を参照。

26現 在 は、世 界131力 国 にナ シ ョナ ル ・プ ラ ッ トフォーム を設立。 参加 団体 は、NGO、

労 組、CBO、 多 数の市民 団体 や個 人 など多 岐に亘 ってい る。 日本版 と して2005年 に設

立 され た 「ほっ とけない世界 の貧 しさ」 の活動終 了に伴 って2009年 に設立 されたのが、

「動 く→動 かす」 で、 日本 のNGO59団 体 が参加 してい る。

27ほ っとけない世界の貧 しさ(2008)の 報 告書 を参照。

28兵 藤 ・勝 間(2009)は 、2008年 のG8サ ミ ッ トにおける国際保健分 野のNGOに よ る政

策提言活動 を分析 し、課題 として、① 国際保健 に関す る既 存のNGO連 合 体 の進化 お よ

び 「グローバ ル ・ヘルスNGOコ ン ソー シアム」 の形成 とその事務局 の整備 、② 実践 と

研究 との対話 を通 じた 「グローバ ル ・ヘルスNGOコ ンソーシアム」 と大学研 究機 関 と
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の有機 的な連携 、③NGOと 産 学 とのパー トナーシ ップ形 成 とその連携 の拠 点 とな る場

の創 出、④NGOに よるマスメデ ィアの広報機能 の強化 につ いて提言 している。

291bid.

30カ ル ドー(2007)は 、 第4章 の社会運動 ・NGO・ ネ ッ トワークの中でNGOを 類 型化 し、

「新 しい」社会運動 の 「飼 いな らし」 の体現化 について述べ ている。

31http://www.npowebjp/を 参 照 。

32こ こ でい う 「パ ブリ ック ・サポー ト ・テス ト」 とは、 日本のNPO法 人 の公益性 の程度

を計 る方法 として用 い られている ものの ことで、寄付 金収入額(B)÷ 経 常収入額(A)

≧1/5で あ る必要があ る。

33廣 野(2008)を 参 照。

34Wyaat(2004)を 参 照 。

351bid.

36URLhttp://www.ingoaccountabilitycharter.org/を 参 照 。

37URLhttp://www.oneworldtrustorg/csoproject/を 参 照。

38http://www.npo-hirob乱or.jp/7requirement/index.htmlを 参 照。

39「 ア カ ウンタビリテ ィ ガイ ドー計画的 にアカウンタビリティに取 り組 むため に」(2010)

を参 照。

40JANICが 作 成 したセ ル フチ ェ ック シー トは、① 組織運 営基準が 目的、機構 ・役 割 ・運

営、財務 、組織 強化 と職 員能力 の強化、情 報 の保 護 と共有 か らな り、②事 業実施基 準

が、計画、実施 ・モ ニタ リング、評価 ・報告 、全般 、③会 計基準 が、基 本ルール、 日本

の会計処理、決算、④情報公開が全般 とい う評価方法 になってい る。

41JANICホ ー ムページのhttp://wwwjanic.org/more/accountability/challengereport/を

参 照。

42「 エ クセ レン トNPOの 評 価基準」(2010)のpp45-77を 参 照。
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